
平成 ２８年 ３月３０日

防災・安全社会資本総合整備計画（地域住宅計画（秋田県大館地域））

平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 大館市

・市営住宅における昭和40年以前住宅の戸数
・市営住宅のバリアフリー化の割合
・市街区域の公営住宅入居戸数
・市有特定建築物の耐震性を有する割合

（H23当初） （H25末） （H27末）
① 昭和40年以前に建設され、45年を経過し老朽化した市営住宅の戸数を算出

（老朽化住宅の残戸数）＝（昭和40年以前建設した全戸数）－（45年経過した住宅戸数）

② 高齢者等のための設備がある市営住宅の戸数割合を算出
（バリアフリー化住宅の戸数割合）＝（バリアフリー化住宅戸数）／（全住宅戸数）

③ ＤＩＤ地区における公営住宅の入居戸数を算出

（市街区域の公営住宅入居戸数）＝（ＤＩＤ地区内の公営住宅の政策空家を除く戸数合計）

④ 耐震性を有する特定建築物の割合

（市有特定建築物の耐震性を有する割合）＝（市有特定建築物の耐震化済み棟数）／（市有特定建築物総棟数）

事　後　評　価　

○事後評価の実施体制、実施時期

『安全で安心できる住まいづくりの推進』　　■安全・安心な住まいと住環境づくり　　■良質な公営住宅ストックの形成　　■耐震診断・耐震改修の促進　　■多様なライフスタイルに対応する住まいづくり

11.8　％ 18.9　％

219　戸 127　戸

事後評価の実施体制 事後評価の実施時期

Ｃ ３７百万円
効果促進事業費の割合

4.0%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

164　戸 189　戸

防災・安全社会資本総合整備計画（地域住宅計画（秋田県大館地域））　事後評価書
計画の名称

計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
９３５百万円 Ａ ８９８百万円 Ｂ

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

58.1　％ 80　％

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

・平成28年3月

・大館市ホームページへ掲載

１．交付対象事業の進捗状況

A1-A：地域住宅計画に基づく事業（基幹事業）

番号 事業 地域 交付 直接 道路 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積等） H23 H24 H25 H26 H27

A1-A-1 住宅 一般 大館市 直接 大館市 － － 大館市 873

A1-A-3 住宅 一般 大館市 直接 大館市 － － 定期の計画見直し（改正）大館市 5

小計（地域住宅計画に基づく事業） 878

A1-B：地域住宅計画に基づく事業（提案事業）
事業 地域 交付 直接 港湾 事業内容 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積・水深等） H23 H24 H25 H26 H27

A1-B-1 住宅 一般 大館市 直接 大館市 － － 地質調査・用地測量業務 9

小計（地域住宅計画に基づく事業）

合計 887

A2：住環境整備事業（基幹事業）
事業 地域 交付 直接 港湾 事業内容 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積・水深等） H23 H24 H25 H26 H27

A2-1 住宅 一般 大館市 間接 民間 － － 1

A2-2 住宅 一般 大館市 間接 民間 － － 1

A2-3 住宅 一般 大館市 直接 大館市 － － 9

小計（住環境整備事業） 11

合計 898

大館市

大館市
がけ地近接等危険住宅移転事業

住宅・建築物安全ストック形成事業 大館市

住宅・建築物安全ストック形成事業

市町村名
全体事業費
（百万円）

公営住宅建替地質等調査事業 大館市

住宅・建築物安全ストック形成事業

番号 事業者
省略
工種

要素となる事業名

全体事業費
（百万円）

耐震診断及び補強工事補助

耐震診断及び耐震改修工事補助

番号 事業者
省略
工種

要素となる事業名 市町村名

（事業箇所）

公営住宅等整備事業

公営住宅等長寿命化計画策定事業

事後評価の実施体制 事後評価の実施時期

・大館市において事後評価を実施 公表の方法

交付対象事業

事業者
省略
工種

要素となる事業名
市町村名

全体事業費
（百万円）

向町住宅　1棟34戸(現地建替え)



Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

合計

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

C-1 住宅 一般 大館市 直接 大館市 公営住宅建替支援事業 37

合計 37

番号 備考

C-1 ＰＦＩ事業(A1-A-1)の事業者（特別目的会社）の経営状況や運営を第3者が監理・監督することにより、事業目的に沿った適切な事業の実施及び事業整理の確実な履行を確認し、長期事業の安定的な実施を図る。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

①老朽化住宅の建替えにより、地震や火災等災害時における近隣の防災・安全上の不安が解消し、住環境の向上につながった。
Ⅰ定量的指標に関連する ②住宅のバリアフリー化等により、高齢者から子どもまで、身体弱者が安心して住める環境が造られ、子育て世帯から高齢世帯まで使いやすい住宅を供給できた。
　　　交付対象事業の効果の発現状況 ③中心市街地の向町住宅の建替えにより、事業の施策でもある「中心市街地の活性化」と「街なか居住の促進」を具体化した成果が一部ではあるが実現できた。

最終目標値 127 戸
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 187 戸

事業着手後、向町住宅の建替え計画の見直し要望が近隣住民から市に寄せられ、市では当初7階建ての計画
を5階建てに計画変更する決定をした。この計画変更による設計等に不測の期間を要し、結果的に事業工程
が1年遅れ、当初の目標の達成ができなかった。

全体事業費
（百万円）

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）

番号 事業内容
市町村名

港湾・地区名

番号 事業者

工種

工種 （延長・面積等）
省略

要素となる事業名
事業内容 市町村名

港湾・地区名

指標①（市営住
宅における昭和
40年以前住宅の
戸数）

一体的に実施することにより期待される効果

－ PFIｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ業務

一体的に実施することにより期待される効果

事業者
省略

要素となる事業名

大館市

最終目標値 18.9 ％
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 18.7 ％

最終目標値 189 戸
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 215 戸

最終目標値 80 ％
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 89.9 ％

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況

（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

・公営住宅等整備事業である「市営新町住宅他建替え事業」においては本整備計画の完了後も、第2期工事（新町・中町住宅建替え）の実施に向け引き続き第二期整備計画で事業の継続を図る。

向町住宅が完成し、バリアフリー化総数は34戸増加したが、東台住宅の除却・用途廃止が遅れたことによ
り、分母となる管理戸数（総数）が予定通り減らなかったため、目標を達成するまで至らなかった。

平成２２年度から平成２７年度まで、小・中学校を中心とした耐震化工事を重点的に進め、また、一部学校
の統合・廃校などもあり、当初想定した以上に特定建築物の耐震化が進む結果となった。

・「市営新町住宅他建替え事業」における第１期工事の完成により、事業実施前と比べ街の景観が改善されると共に、良好な住環境の形成と良質な住宅が供給できたこと
で、第２期工事への期待と関心が高まった。

指標②（市営住
宅のバリアフ
リー化の割合）

指標④（耐震性
を有する特定建
築物の割合）

戸数）

指標③（ＤＩＤ
地区における公
営住宅の入居戸
数を算出）

完成した向町住宅の戸数を実績に加算している一方で、除却・用途廃止予定である既存の新町・中町住宅の
戸数も含まれているため、見かけの数は目標値に達している状況。



（参考様式３）　

計画の名称 防災・安全社会資本総合整備計画（地域住宅計画（秋田県大館地域））

計画の期間 平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 大館市

【市内全域】

A1-A-2 公営住宅等長寿命化計画策定事業

【市内全域】

A2-1 住宅・建築物安全ストック形成事業
木造戸建て住宅　耐震診断・耐震改修事業

交付対象


